
（別紙様式４－２）                                                 （特別支援学校用） 
 

かもと稲田支援学校 令和５年度（２０２３年度）学校評価表 
 

１ 学校教育目標 

地域や家庭と連携しながら児童生徒一人一人に応じた教育活動を実践することで、児童生徒が自
分に自信を持ち、夢に向かって挑戦する力や地域社会の中で生きていく力を育む。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

〇児童生徒が安心して学び、生活できる教育環境の整備（危機管理体制の構築、安全教育・健
康教育の推進） 

〇「道徳」の授業を中心とした相手を思いやる豊かな心の育成と人権教育の充実 
（２）学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 

〇積極的なICT活用による学習支援の工夫と生活に結びついた確かな学力の定着 
〇自立活動の充実（適切な実態把握に基づいた系統的な授業づくり、教科等の学習との関連） 

（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 
〇地場産業や地域の方々と協働した授業づくりと就労につなぐ地域との連携 
〇地域の自然や公共施設等を活用した健やかな心や体の育成(自然体験や自然散策等) 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 
〇学校公開等地域交流を通した特別支援教育に関する情報の積極的発信 
〇幼児教育施設や小・中・高等学校への研修会等を通した地域の子どもたちへの支援の充実 

（５）教職員が健康で生き生きと働ける職場環境づくり 
〇風通しの良い職場づくりの推進 
〇校務の精選・効率化、情報化等による働き方改革の推進 

 

３ 自己評価総括表 
  評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

学校 
経営 

 

校訓に沿っ
た取組の具
現化 

・校訓に沿った目
標設定や実践に
取り組むことが
できたか。 

・校訓に沿った
本年度の重点
目標を全職員
が理解でき
る。 

・職員が本年度
の重点目標を
高く意識し、
昨年度より
「一歩踏み込
んだ」実践を
することがで
きる。 

・本年度の重点
目標を職員会
議等で明確に
職員に示す。 

・職員が本年度
の重点目標に
沿って実践で
きたか、職員
会議毎に振り
返る機会を設
ける。 

Ｂ 

「昨年度の反省
を活かし、今年
度の取組を改善
して取り組みた
い」という職員
の意識の高まり
が見られ、多く
の行事・取組等
で、昨年度より
も工夫した実践
ができた。 

業務改善 ・業務の精選、効
率化が実施でき
たか。 

 

・全職員が、会
議や研修、行
事準備等を精
選し、効率的
に計画・遂行
しようとする
意識を高め、
放課後に個人
の業務に充て
ることができ
る日を昨年度
よりも１０日
以上増やす。 

 

 

・会議・研修等
の年間計画 
（回数・内容
等）を各分掌
部・委員会等
で立案し、全
体を俯瞰しな
がら計画を立
てる。 

・短時間の会議
等を組み合わ
せる等、調整
を工夫する。 

Ｂ 

放課後に会議・
研修等を行わな
い日を、昨年度
よりも１０日程
度増やすことが
できた。今年度
途中より、授業
づくりに専念で
きる「授業づく
りの日」（ノー
会議デー）を設
定した。今後も
より一層業務の
効率化を進めた
い。 



 働き方改革 ・職員の時間外勤
務時間の短縮に
関する意識を向
上させることが
できたか。 

・７０％以上の
職員が昨年度
の自身の時間
外勤務時間を
短縮すること
ができる。 

 

・毎月の衛生委
員会では、時
間外勤務状況
の要因と改善
策について検
討し、全職員
と共有する。 

・情報共有は 
Teams等を活
用して、時間
削減を図る。 

Ｃ 

昨年度の時間外
勤務時間よりも
短縮できた職員
は、全体の５０
％であった。次
年度は、全職員
に対し、時間外
勤務を短縮する
意識の向上をよ
り一層図る必要
がある。 

学校 
経営 

 安全・安心
な教育環境
の整備 

・児童生徒が衛生
的で安全に、安
心して学校生活
を送れるような
環境整備、教育
ができたか。 

 

・危機管理マニ
ュアルや初動
マニュアルに
沿った危機管
理体制を職員
が迅速につく
り、安全な対
応ができるよ
うにする。 

 
 
 
 
 
 
 
・保護者の８０
％以上が、衛
生的で安心安
全な教育環境
であると感じ
ることができ
る。 

・危機管理マニ
ュアルや初動
マニュアルを
年度当初に関
係職員に配付
し、マニュア
ルに沿った訓
練を年に６回
以上実施す 
る。 

 
 
 
 
 
 
・定期的に環境
美化作業や安
全点検、日常
的な校内清掃
に取り組む機
会を設ける。 

Ａ 

・年度当初にマ
ニュアルを関
係職員に配付
し、各校舎６
回以上の危機
管理に関する
訓練を実施す
ることができ
た。また、訓
練後の反省を
基に、即座に
各マニュアル
を修正し、職
員へ周知徹底
することがで
きた。 

・行事前を中心
に、定期的に
職員掃除・職
員作業を設定
・実施したこ
とで、保護者
全員が衛生的
で安心安全な
教育環境であ
ると感じるこ
とができた。 

・児童生徒が主体
的に心身の健康
について考えら
れる健康教育が
できたか。 

・児童生徒が自
分の心身に興
味を持ち、基
本的な生活習
慣や心の健康
について考え
ることが、で
きるようにな
る。 

・健康診断時や
毎月の身体測
定、特設授業
等、健康教育
を行う機会を
設け、担任、
養護教諭が連
携しながら実
施できるよう
にする。 

 
 
・気になる児童
生徒にカウン
セリングを受
ける機会を設
ける。ホーム
ページを活用
して、月に１
回以上保護者
に情報を発信
する。 

Ｂ 

・担任、養護教
諭等の関係職
員が連携しな
がら、生活習
慣や歯みがき
指導、各学部
の実態に合わ
せて、性に関
する教育等の
健康教育を実
施することが
できた。 

・高等部では、
ＳＣからのコ
ミュニケーシ
ョン等の講話
も実施でき、
全生徒がカウ
ンセリングを
受ける機会を
設けることが
できた。次年 



     

 

度は、年度当
初に職員研修
を計画し、全
職員がＳＣ活
用事業の意義
や活用方法に
ついて、情報
共有を図りた
い。 

授業の
充実 

カリキュラ
ムマネジメ
ントの推進 
 
 
 

・学部間のつなが
りを意識した教
育課程を編成
し、授業の改善
に取り組むこと
ができたか。 

 

・各学部の各教
科・科目等の
目標等を共通
理解し、学部
間のつながり
を意識した教
育課程を編成
することがで
きる。 

・各教科・科目
等の授業の取
扱い時数や実
施時期等を検
討し、効果的
に学習に取り
組める年間指
導計画を作成
することがで
きる。 

・各学部の「育
てたい力」や
他学部の授業
の様子等を共
有する機会を
設けて、学部
間のつながり
を意識できる
ようにする。 

・各学級・学部
で年間指導計
画について検
討・修正でき
る時間を年間
３回以上月行
事に位置づけ
る。 

Ｂ 

次年度の教育課
程編成に向けて
学部での検討の
時間を月行事に
位置付けたこと
で、十分に時間
を確保すること
ができた。次年
度は、各学部に
おいて「育てた
い力」を一覧に
集約し、学部間
のつながりを意
識した教育課程
の編成を行うよ
うにする。 

ＩＣＴの 
活用 
 

・児童生徒の情報
活用能力を育成
するための授業
の充実を図るこ
とができたか。 

 

・情報活用能力
育成のための
研究授業を各
学部１回以上
行い、授業充
実のための工
夫や授業の評
価・成果を共
有することが
できる。 

・月に１回程度
学部毎の研究
会を実施し、
その中で計画
的に研究授業
を実施する。 

・情報活用能力
に関わる年間
指導計画をも
とに、授業内
容を検討し、
実践及び評価
を行う。 

Ｂ 

研究授業の実施
はできなかった
が、「情報活用
能力に関わる年
間指導計画」を
もとに授業を実
施し、学部毎に
「情報活用能力
の育成」の視点
で協議と評価を
行うことで授業
の充実を図るこ
とができた。 

自立活動の
充実 
 

・児童生徒一人一
人に応じた目標
設定や教材・教
具、授業展開の
工夫等、職員の
自立活動に関す
る実践力を高め
ることができた
か。 

 

・自立活動に関
して、講師を
招聘して講話
を聞いたり自
己研鑽したり
することで、
全教員が児童
生徒一人一人
の実態に基づ
いた具体的な
指導内容・方
法を考え、実
践事例をまと
めることがで 
きる。 

・自立活動に関
するプロジェ
クトチームを
編成し、学校
全体で研修を
進めるように
する。 

・自立活動の研
究授業を実施
し、全職員が
参加する授業
研究会を設定
する等、実践
を学ぶ機会を
設ける。 

Ｂ 

スキルアップ研
修（特別支援教
育課主催）を活
用し、外部講師
の講話等の基礎
的な研修を実施
できた。また、
代表事例の研究
授業と全職員の
事例報告を実施
することで、自
立活動の指導に
ついて実践的に
学ぶことができ
た。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

キャリア 
教育 
 
 

 

・キャリア教育推
進の方策に沿っ
た教育の実践が
できたか。 

・生徒が社会的
・職業的自立
に必要な能力
や態度を養い
主体的に自ら
の進路を選択
・決定できる
力を育てるた
めの取組を各
学年で系統的
に計画し、実
践することが
できる。 

・職場見学・体
験活動を学年
の実態に合わ
せ系統的に計
画を立てる。 

 
 
 
 
 
 
 
・外部講師によ
る授業を行う
など、関係機
関と連携しな
がら、キャリ
ア教育の充実
を図る。 

Ｂ 

・合同就職説明
会（山鹿市主
催）や職場見
学への参加を
通して、生徒
は地域に所在
する福祉事業
所の仕事内容
や経営方針を
知ることがで
きた。 

・ライフプラン
ニング授業や
新社会人セミ
ナー（熊本県
雇用環境整備
協会主催）、
就職ガイダン
ス（菊池公共
職業安定所主
催）等の外部
講師による授
業を実施し、
生徒たちの卒
業後の進路に
対する意識を
高めることが
できた。 

進路指導 
 

 

・一人一人が持て
る力を十分に発
揮し、積極的に
自立・社会参加
ができる支援が
できたか。 

 

・各学部の発達
段階に応じ 
た、自立・社
会参加に向け
た進路指導・
体験学習を計
画し、実践す
ることができ
る。 

 
 

・卒業後の自立
した生活につ
なげるため、
地域での体験
や見学等から
始めて、少し
ずつ職業を意
識できるよう
に学習を進め
ていく。 Ｂ 

小学部では、田
植えの体験を通
して、仕事の楽
しさややりがい
を経験した。ま
た消防署・警察
署の見学では、
仕事の大切さを
学んだ。中学部
では、職場見学
（就労継続支援
B型事業所おり
ぃぶ）や作業学
習（生産活動や
販売実習）を通
して、働くこと
や社会参加への
意識を高めるこ
とができた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 

進路指導 
 

・アフターケアや
同窓会組織の運
営等、卒業後の
就労や充実した
生活を継続する
体制を整備する
ことができた
か。 

 

・卒業生一人一
人の職場や生
活上の課題を
把握し、課題
が見つかった
際は迅速に関
係者に連絡を
とって、課題
解決に向けて
取り組み始め
ることができ
る。 

 
 
 
 
 
・卒業生が入会
しやすく手軽
に活動に参加
できる同窓会
組織を編成す
ることができ
る。 

・卒業後、定期
的に（１年目
に３回、２年
目に２回、３
年目に１回）
アフターケア
を行って、卒
業生の状況の
把握や関係者
との連携を図
る。 

 
 
 
 
 
 
・同窓会規約を
見直し、同窓
会への入会や
同窓会活動へ
の参加をしや
すくする。ま
た、そのこと
を様々な機会
を利用して、
より多くの卒
業生に周知す
る。 

Ｂ 

・定期的、臨時
的なアフター
ケアを実施し
たことで、卒
業生の安定し
た就労を継続
することが、
ほぼできた。
また、就業・
生活支援セン
ターがまだす
の担当者と連
携し、就職先
の勤務環境の
改善に取り組
むことができ
た。 

・かもと稲田ま
つり当日に同
窓会総会を実
施し、新たに
同窓会会長、
副会長及び理
事等の選出や
同窓会規約の
変更、今後の
活動について
話し合うこと
ができた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生徒 
(生活) 
指導 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主体的な児
童生徒会、
委員会の活
動を支える
組織的な指
導 

・生活目標や人権
教育の目標を踏
まえた、児童生
徒の主体的な取
組ができるよう
な指導ができた
か。 

・全校集会等を
通じて児童生
徒会役員が、 
学校生活をよ
りよいものに
するために考 
え、お互い話
し合い、主体
的に取り組む
ことができる
ようになる。 

・生活目標やい
じめ防止のア
イディア募集
等について、
児童生徒が自
ら考え、お互
いの意見を尊
重し合いなが
ら話し合うよ
う、支援す 
る。 

Ａ 

いじめ防止のア
イディア募集を
全校児童生徒に
行い、児童生徒
会役員がまとめ
てスローガンを
作成した。でき
たスローガンの
周知、活用や生
活目標の周知が
できた。 

・生活指導部を中
心として、各学
部で連携した委
員会活動、集会
等が実施できた
か。 

・同じ委員会の
児童生徒が、
自分の役割、
他者と協力し
ながら取り組
む役割を理解
し、主体的に
活動すること
ができるよう
になる。 

・合同委員会、
各学部で行う
委員会活動の
内容を担当職
員で共通理解
し、実態に合
った活動設定
や意図的なペ
ア、グループ
編成 等、学
習活動の支援
を工夫する。 

Ｂ 

全校集会、まつ
り集会、人権集
会などで、児童
生徒会役員が主
体的に意見を出
し合い、絵本の
読み聞かせやク
イズなどを企画
し実行すること
ができた。委員
会活動では、生
活指導部、委員
会の担当職員間
で共通理解を図
った上で実施し
た。意図的なグ
ループ編成等、
学習活動につい
ては、工夫が必
要である。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生徒 
(生活) 
指導 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
生活規範や
交通安全を
守る指導 
 
 

・生活規範に関す
る理解を深める
指導が実施でき
たか。 

 

・小中学部児童
生徒が学校生
活のきまりを
意識し、きま
りを守りなが
ら学校生活を
送ることがで
きるようにな
る。 

 
 
 
 
 

・学校生活のき
まりに関する
内容が分かり
やすいよう、
学部の実態に
合わせて表現
の仕方を工夫
する。 

・きまりに関す
る内容につい
ては、その場
面でその都度
声をかけたり
説明したりす
る。 

Ｂ 

学校生活や長期
休業中のきまり
については、各
学部の実態を確
認し、児童生徒
の課題やニーズ
に基づいて資料
を作成した。全
体指導について
は、生活指導部
が学部集会等で
指導を行った。
各学部の実態に
合わせて、表現
を工夫しながら
伝えることがで
きた。 

・高等部生徒が
生徒心得を理
解し、ルール
を守りながら
学校生活・家
庭生活を送る
ことができる
ようになる。 

・高等部生徒心
得に関する内
容を理解でき
るよう、例を
挙げながら具
体的に説明す
る。ルールを
守り続けるこ
とができるよ
う、長期休業
日の前等、定
期的に説明す
る機会を設け
る。 

 

Ｂ 

高等部生徒が生
徒心得の内容を
理解し、ルール
を守って生活で
きるように、学
部懇談で保護者
に説明した。ま
た、４月及び長
期休業前後に、
学部集会で生徒
に例を挙げなが
ら具体的に説明
を行った。生徒
たちは、生徒心
得の内容を理解
し、ルールを意
識しながら生活
する姿が見られ
ている。 

・交通安全に関す
る理解を深める
指導が実施でき
たか。 

 

・児童生徒が徒
歩、自転車、
バス等の安全
な移動に関す
る理解を深め
て、危険を予
測しながら安
全に移動でき
るようにな 
る。 

 
 
 
 
 
・通学時や駐車
場周辺の危険
箇所に関する
職員、関係者
の理解を深め
ることができ
る。 

・交通安全に関
する情報提供
を職員に適宜
行う。また、
交通安全教室
等、交通安全
に関する授業
を各学部等の
実態に応じて
計画し、実施
する。 

 
 
 
 
・駐車場周辺の
登下校指導の
徹底と、必要
な協力の要請
を校内職員、
関係機関に行
う。 

Ｂ 

・児童生徒が交
通ルールを守
ることができ
るように、交
通安全教室を
実施した。横
断歩道の渡り
方や自転車に
乗る際の注意
事項等を指導
したことで、
以前よりも安
全確認を自ら
行うようにな
った。 

・校内駐車場周
辺の危険箇所
については、
校内職員に周
知するととも
に、関係機関
に協力要請を
行うことがで
きた。 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人権教
育の推
進 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

命を大切に
する心を育
む指導 
 

・命を大切にする
心を育む授業づ
くりが実施でき
たか。 

・自分は大切な
存在であると
いうことが分
かり、命を大
切にする心を
育む授業を系
統的・計画的
に行うことが
できる。 

・各学部の取組
等を紹介し合
いつつ、自分
の良さ、大切
さに気付き、
命を大切にし
ようという気
持ちを育むこ
とができるよ
う、授業を工
夫する。 

Ｂ 

・心のきずなを
深める月間に
おいて、命を
大切にする心
を育む授業を
各学部で実践
することがで
きた。また、
その取組を全
職員で共有す
ることができ
た。命の大切
さという観点
から、今後は
性教育との関
連を図ってい
きたい。 

・心のきずなを深
める授業づくり
と職員の意識を
高める取組がで
きたか。 

・自分も友だち
も大切な存在
であるという
ことが分かる
授業を系統的
・計画的に行
うことができ
る。 

 
 
 
 
 
・職員の人権意
識を高める研
修を計画的に
実施すること
ができる。 

 

・心のきずなを
深める月間、
人権週間の取
組を年間指導
計画に位置づ
け、学部・学
級内で内容を
検討した上で
実施する。 

 
 
 
 
・講師招聘研修
やオンデマン
ド研修を計画
したり、校外
研修の開催要
項等を紹介し
たりすること
で、年間を通
じて幅広く研
修を受けるこ
とができるよ
うにする。 

Ａ 

・各学部毎に人
権学習の内容
を検討し、実
態に応じた学
習を行うこと
ができた。ま
た、研修を通
して人権学習
の授業案を作
成することが
できた。次年
度に活用した
い。 

・講師を招聘し
て、性指向・
性自認に関す
る研修を校内
で実施するこ
とができた。
また、参加者
を募り、多く
の校外研修に
参加する体制
をつくること
ができた。研
修後、研修を
受けた職員の
感想と研修資
料を回覧し、
全職員に内容
を共有するこ
ともできた。 

人権教育の
理解を深め
る取組 
 
 
 
 
 

・児童生徒の人権
感覚を育成する
取組ができた
か。 

 

・教職員同士で
取組を振り返
ることで、人
権教育に関す
る知的理解を
深め、人権感
覚を養うこと
ができる。 

 

・全職員が人権
教育のレポー
トを作成し、
レポートを基
にしたグルー
プ討議を年に
１回行うこと
で、職員一人
一人の人権感
覚を養う。 

Ｂ 

レポート作成を
通して、自身の
取組を全職員が
振り返ることが
できた。また、
作成したレポー
トを基にグルー
プ討議を行い、
職員一人一人の
人権感覚を養う
ことができた。 



 
 
 

人権教
育の推
進 

人権教育の
理解を深め
る取組 
 

・地域や保護者へ
の理解啓発を図
ることができた
か。 

・地域や保護者
が様々な人権
課題や本校に
おける人権教
育、児童生徒
についての理
解や関心を深
め、人権感覚
を養うことが
できる。 

・道徳の授業や
人権教育の取
組をホームペ
ージで案内し
たり、人権啓
発に関する文
書を案内した
りする。 

Ｂ 

・人権学習や人
権集会、職員研
修の様子などを
ホームページで
発信することが
できた。また、
クラスルームを
活用して保護者
へ向けて研修案
内を行うことが
できた。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

いじめ
の防止
等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いじめの早
期発見、未
然防止の取

組 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・いじめを許さな
い安全・安心で
優しい学校づく
りに児童生徒、
教職員で取り組
むことができた
か。 

 

・特別の教科道
徳や人権週間
等の授業実践
等を通して、
いじめを許さ
ない、児童生
徒の他者を思
いやる人権感
覚を養うこと
ができる。  

・いじめ防止対
策委員会を年
３回実施し、
いじめの未然
防止の取組や
授業実践の在
り方等につい
て、共通理解
を図る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・情報モラル等
様々ないじめ
に関する題材
の授業に、計
画的に取り組
む。 

Ｂ 

・いじめ防止対
策委員会を年
３回実施し、
気になる児童
生徒の情報共
有と外部専門
員の助言を未
然防止に生か
すことができ
た。児童生徒
会役員の働き
かけにより、
各学級の朝の
会と帰りの会
で、いじめ防
止のスローガ
ンを確認する
ようになって
きた。 

・携帯電話の使
い方やトラブ
ルに巻き込ま
れない方法を
題材にした授
業を実施した
ことで、情報
モラルに関す
るトラブルは
なかった。 

・いじめに関する
正しい認識のも
と、日常的な観
察をとおしてい
じめを未然に防
ぐ取組を学校と
保護者が連携し
て行うことがで
きたか。 

 
 

・保護者やＳＣ
等の関係者と
連携し、いじ
めの早期発見
に向けた取組
を行い、児童
生徒がスムー
ズにＳＯＳを
出すことがで
きるようにな
る。 

・学部懇談会で
いじめの定義
や情報集約担
当者の役割等
について、保
護者に説明す 
る。 

 
 
 
・児童生徒にス
クールサイン
等の相談窓口
があることを
定期的に説明
する。 

 
 
 
 

Ｂ 

・４月の学部懇
談において、
いじめの定義
や情報集約担
当者の役割を
保護者に説明
したことで、
保護者の理解
を得ることが
できた。 

・全校集会では
情報集約担当
者の周知とＳ
ＯＳ発信の呼
びかけ、いじ
め防止スロー
ガンの確認を
行うことがで
きた。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

いじめ
の防止
等 
 

 
 
 

いじめの早
期発見、未
然防止の取

組 
 
 
 

  ・各種アンケー
ト調査を定期
的に実施し、
些細な変化も
見逃さないよ
うにする。 

 

・長期休業前に
は相談窓口の
活用を児童生
徒に呼びかけ
るとともに、
相談窓口に関
するプリント
を保護者に配
付し、周知に
努めた。 

いじめ問題
やその対応
に関する理
解を深める
取組 

・教職員の理解を
深めることがで
きたか。 

・職員研修や事
例研修等を通
して、いじめ
問題やその対
応に関する理
解を深め、実
践に活かすこ
とができる。 

・いじめ問題に
実際に対応し
ている講師を
招聘し、職員
研修を年２回
以上実施す 
る。 

Ｂ 

職員研修を３回
実施した。スク
ールロイヤー活
用事業で法律の
専門家による事
実確認の重要性
と方法等、法的
側面からのいじ
め問題の対応を
学ぶことができ
た。事例研修で
は、各学部から
２事例ずつ出し
合い、初期対応
を考えたり、マ
ニュアル確認し
たりすることが
できた。 

・地域や保護者の
いじめ問題に関
する理解や学校
の取組に関する
理解を深めるこ
とができたか。 

・いじめ防止等
に関する取組
や人権啓発に
関する文書案
内等を積極的
に行うことが
できる。 

・ホームページ
に、いじめ防
止に関するバ
ナーを設ける
ことで、情報
を関連付けな
がら理解を深
められるよう
にする。 

 
 

Ｂ 

いじめ防止等に
関する本校の取
組をホームペー
ジに掲載するこ
とで、地域や保
護者の理解を深
められるように
した。次年度は
より積極的に発
信していく必要
がある。 

地域 
支援 

センター的
機能の充実 
 
 
 

・特別支援教育へ
の理解を深める
ことができた
か。 

・特別支援学級
担当者等指導
力向上研修で
自立活動につ
いての研修を
実施し、特別
支援学級担当
者の理解を深
め、実践に活
かすことがで
きる。 

・児童生徒の実
態把握につい
て、ストラテ
ジーシートの
活用方法や課
題分析の方法
等を具体的に
説明する。 

Ｂ 

特別支援学級担
当者等指導力向
上研修で、スト
ラテジーシート
の活用方法を説
明することがで
きた。また、本
校の自立活動を
見学する機会を
設け、具体的な
支援方法や学習
内容の情報を提
供することがで
きた。 

・関係機関と連携
をしながら地域
支援にあたるこ
とができたか。 

・就学に関する
相談では、関
係機関と連携
しながら、客
観的な助言が
できる。 

・就学に関する
相談では、山
鹿市教育委員
会や鹿本地域
療育センター
職員と複数で
児童生徒の様

Ａ 

夏季休業中に山
鹿市教育委員会
や鹿本地域療育
センター職員、
山鹿地区内小学
校の特別支援教
育コーディネー



子を観察する
ことで、より
客観的な助言
ができるよう
にする。 

ター等と共に保
育園等に行って
幼児児童生徒の
様子を観察し、
就学に関する話
し合いの中で、
客観的な助言を
することができ
た。 

一人一人の
教育的ニー
ズの把握に
基づいた支
援 
 
 

・校内支援の充実
ができたか。 

・学部の現状に
合わせて、進
め方を工夫し
ながら、シェ
アタイム（支
援方法につい
て共有する時
間）を計画的
に実施すると
ともに、教育
支援会議やケ
ース会議を適
時実施するこ
とができる。 

・分掌部会の中
で、各学部で
工夫して実施
できた点を情
報交換する。 

・個別の教育支
援計画作成時
等に、関係機
関や関係者を
把握しておく
ようにする。 

Ｂ 

児童生徒の支援
方法に関するア
イディアを出し
合う等、話し合
いができた学部
もあった。シェ
アタイムの進め
方に関する情報
交換が分掌部内
のみで終わらな
い工夫を行い、
更なる校内支援
の充実を図りた
い。 

・巡回相談等でニ
ーズに応じた支
援ができたか。 

・対象児童生徒
の実態把握に
努めながら、
ニーズに応じ
た支援ができ
る。 

・課題解決シー
トを活用し、
実態を把握し
て出てきた課
題に沿って、
支援方法を検
討することが
できるように
する。 

 
 
 
 

Ｂ 

巡回相談に行っ
た学校の中に、
課題解決シート
を使って、関係
職員で支援方法
を検討すること
が定着してきた
学校もあった。
課題に対して適
切な支援方法を
考え、実践につ
なげることがで
きるようになっ
てきた。 

地域 
連携 

(ｺﾐｭﾆﾃ
ｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

地域の方々
や関係機関
との連携         
 
 

・チームとして学
校の様々な課題
解決に取り組め
る、地域の方々
や行政・福祉等
の関係機関との
連携を深めるこ
とができたか。 

・本校の取組や 
課題等を地域
や行政・福祉
等の関係機関
の方々に発信
する機会を昨
年度よりも多
く設定するこ
とができる。 

・ホームページ
ややまがメイ
トを積極的に
活用する。 

 
 
 
 
 
・学校運営協議
会を年３回実
施し、協議会
委員のアドバ
イスを基に継
続した取組・
新たな取組を
推進する。 

Ｂ 

・やまがメイト
の活用は困難
であったが、
ホームページ
を通して、積
極的に本校の
取組を発信す
ることができ
た。 

・学校運営協議
会において、
委員から多く
のアドバイス
をいただき、
新たな取組を
実施すること
ができた。 

     

 

 



       
地域 
連携 

(ｺﾐｭﾆﾃ
ｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

理解啓発・
情報発信 
 
 

・地域への学校の
取組等の啓発や
情報発信を行う
ことができた
か。 

・学校の取組等
について、年
間２回以上、
地域へ情報を
発信すること
ができる。 

 
 
 
 
 
 
 
・オープンスク
ールを各学部
校舎で年間１
回以上開催し
て、延べ３０
人以上の地域
の方、中学生
及び保護者が
参加できる。 

・学校の取組や
行事の連絡等
を山鹿市に依
頼し、広報誌
や「やまがメ
イト」で発信
する 

・活動の様子を
映した写真等
をホームペー
ジに掲載し、
理解啓発を推
進する。 

・ホームページ
及び中学校へ
のメールや電
話、ポスター
掲示等を行っ
て、オープン
スクールが開
催されること
を広く周知す
る。 

Ｂ 

・回覧板で、学
校便りを地域
の各家庭に回
覧することが
できた。次年
度は、タイム
リーな情報を
周知できるよ
う、回数を年
３回に増やし
たい。 

 
 
・小中学部のオ
ープンスクー
ルには、放課
後デイサービ
スや地域の関
係者が２６人
参加した。高
等部のオープ
ンスクールに
は、中学生及
び保護者等が
４５人参加し
た。 

 

４ 学校関係者評価 
（１）学校評価アンケート（保護者）結果 
  「教師は、いじめを許さない姿勢を持ち、いじめ等を発見したときは適切に対応している」「学

校における働き方改革が推進され、教職員は、健康で生き生きと働いている」の２項目で、「
わからない」の回答が２０％以上であった。 

（２）学校評価アンケート（職員）結果 
  「進路に関する情報提供や相談支援を適切に行っている」「健康で生き生きと働ける職場環境

を作っている。（風通しのよい職場づくり、校務の精選・効率化・情報化等による働き方改革
の推進を行っている）」の２項目で、「あまりそう思わない」「そう思わない」の回答が２０
％以上であった。 

（３）学校運営協議会における意見 
  ・ホームページの閲覧数が１０万件を超えており、本校の取組への高い関心が表れている。 
  ・保護者アンケート結果から、学校に感謝している意見がたくさん書かれている等、高い評価

を得ていることが分かる。  
・いじめ防止等の取組について、周知はされているが、周知している内容がいじめ防止等とつ
ながっていない可能性も考えられる。周知の工夫に努めてほしい。 

  ・センター的機能の充実に向けて、これまでの取組を継続しつつ、進路指導に関する研修を実
施し、子どもの卒業後の生活等に関心を持つ、関心が高まるように示唆してほしい。 

  ・職員一人一人の得意分野が活かせるように、適切な配置に努めてほしい。 
  ・地域への理解啓発として、地域振興局や新聞社等と連携し、作品展示や作業製品販売、新聞

社等への記事掲載依頼等、さらに取り組んでほしい。 
  ・職員の専門性の向上に向けて、お互いに学び合い、協力しながら取り組んでほしい。 

 

５ 総合評価 
 本年度の重点目標について 
（１）安全・安心で優しい教育環境づくり 

毎月安全点検を行い、異常箇所を表にして供覧したり、避難訓練前後に危機管理マニュアル
の確認・見直しを行い、職員間で改善点の共通理解を図ったりして、安心で安全な教育環境づ
くりに取り組むことができた。 
いじめ問題への対応に関して、職員と保護者間で評価に差があるのは、職員の取組が保護者

に伝わっていないことが主な理由として考えられる。職員研修や会議、児童生徒に対しての取
組等を保護者に広く、より分かりやすく周知する必要がある。 



（２）学ぶ楽しさ、わかる喜びを実感できる授業づくり 
教職員が熱意を持って授業づくりに取り組んだことで、子どもの力が高まった様子や、子ど

もが授業を楽しみにしている様子が見られた。今後さらに、子ども一人一人に応じた授業内容
や教材等の工夫を行っていきたい。 

（３）地域資源の活用と地域に根差した教育の推進 
   地域資源を活用した校外活動を各学部の児童生徒の実態に応じて実施し、有意義な学習活動

を展開することができた。小・中・高等学校や地域の方との交流及び共同学習を計画的に実施
することができ、その中で児童生徒同士がかかわり合う姿が多く見られた。 

（４）センター的機能を生かした地域の特別支援教育の充実 
   指導力向上研修や巡回相談、特別支援教育に関する校内研修の講師等を通して、山鹿市内の

幼・小・中・高等学校におけるセンター的機能を生かすことができた。今後さらに通常学級の
担任の先生方へと、広く特別支援教育の充実や進路に関する情報発信を図っていきたい。 

（５）教職員が健康で生き生きと働ける職場環境づくり 
   「かも稲Ｗｏｒｋルール」を月に１～２回全職員が振り返る機会を設けたり、外部講師を招

聘して校内研修を実施したりして、風通しの良い職場づくりに努めた。また、校務の情報化や
会議の精選、授業準備や事務処理等に専念できる時間等を設定し、時間外勤務時間の短縮を図
った。しかし、特に時間外勤務時間は、結果としては「微減」であった。今後、より一層働き
方改革を進めていく必要がある。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

（１）職員の専門性の向上 
   児童生徒一人一人に応じた自立活動等の目標設定の手順や教材・教具、授業展開の工夫に関

する内容等、特別支援教育に関する様々な専門性を高める必要がある。職員が有用感を感じ、お
互いに学び合うことができる校内研修の企画や、校外研修に積極的に参加する機会の設定等を
通して、全職員の特別支援教育に関する専門性や指導力の向上を図る。 

（２）地域への理解啓発 
地域の小・中・高等学校との交流及び共同学習では、これまで以上に児童生徒がかかわり合え

る活動内容の充実、手立ての工夫を図る。また、本校の取組や学校行事等をより広く地域の方に
理解していただくために、オープンスクール等の実際の参観機会を積極的に設けたり、関係機関
との連携を図りながら地域における作品展示・作業製品販売等に取り組んだりして、地域の理解
の深化を図る。さらに、特別支援学校のセンター的機能を十二分に発揮し、地域で学ぶ障がいの
ある幼児児童生徒への支援の充実を図る。 

（３）進路に関する情報提供の充実 
   児童生徒に対して、山鹿市合同就職説明会や外部講師を招聘した進路学習、現場実習前の施

設見学、進路面談等の機会を次年度も積極的に設ける。また、高等部だけではなく全学部の保護
者、職員に対して、本校の進路指導の取組や進路に関連する情報（福祉制度、施設等）を積極的
に提供し、卒業後の自立と社会参加に向けた取組の充実を図る。 

（４）働き方改革の推進 
   特に、時間外勤務時間の削減が大きな課題である。今年度１２月から、「授業づくりの日」（

ノー会議デー）を週に１回設定するようにした。また、全職員に「負担感軽減に向けたアンケー
ト」を実施し、職員にとって負担感の高い業務の把握を行った。次年度も「授業づくりの日」を
継続するとともに、職員にとって負担感の高い業務を効率的に取り組めるように、校務分掌組
織の改善や職員の適正な配置に努める。また、次年度の教育課程の改訂（授業時数の縮減）が時
間外勤務時間の確実な縮減につながるよう、会議・研修等の精選に努める。その他、実効性の高
い負担軽減策を検討・実施していく。 

（５）保護者への周知方法等の工夫 
   次年度も、ホームページや学級通信等を通して、本校の様々な取組をタイムリーに、積極的に

発信する。その際、内容がより分かりやすいように、関連する画像、図、表等を合わせて表示す
る等、周知方法のより一層の工夫を図るとともに、学校・保護者間のＤＸの推進を図る。 

 


